
  

  

  

  

  

  

  

    

  

(％表示は、対前期増減率) 

 

 

 
 

  平成27年３月期 第１四半期決算短信〔ＩＦＲＳ〕（連結）  
 

  平成26年８月７日
 

上 場 会 社 名 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 上場取引所 東
 

コ ー ド 番 号 4739 URL http://www.ctc-g.co.jp/
 

代  表  者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名) 菊地 哲    
問合せ先責任者 (役職名) 主計部長 (氏名) 矢板 邦彦 (TEL)03-6203-5000
 

四半期報告書提出予定日 平成26年８月13日 配当支払開始予定日 ―
 

四半期決算補足説明資料作成の有無 ：有  
 

四半期決算説明会開催の有無 ：有 (機関投資家、アナリスト向け ) 
 

  (百万円未満切捨て)
 

１．平成27年３月期第１四半期の連結業績（平成26年４月１日～平成26年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)
 

  売上収益 営業利益 税引前利益 四半期利益
親会社の所有
者に帰属する
四半期利益

四半期包括利
益合計額

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期第１四半期 74,071 6.9 1,146 405.3 1,174 332.9 747 816.6 722 ― 722 22.4

26年３月期第１四半期 69,263 ― 226 ― 271 ― 81 ― 9 ― 590 ―
 

 
基本的１株当たり 

四半期利益
希薄化後１株当たり 

四半期利益

  円 銭 円 銭

27年３月期第１四半期 12.28 ―
26年３月期第１四半期 0.15 ―

 

（注）平成27年３月期第１四半期の親会社の所有者に帰属する四半期利益の対前年同四半期増減率は7,903.4％となっており、
1,000％を超えるため「－」と記載しております。

 

（２）連結財政状態

  資産合計 資本合計
親会社の所有者に 
帰属する持分

親会社所有者 
帰属持分比率

  百万円 百万円 百万円 ％

27年３月期第１四半期 269,926 164,099 160,443 59.4
26年３月期 282,650 166,700 162,967 57.7

 

 
 

 
 

２．配当の状況

 
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年３月期 ― 55.00 ― 55.00 110.00
27年３月期 ―        

27年３月期(予想)   57.50 ― 57.50 115.00
 

(注)直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無
 

 
 

３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）
 

 
 

  売上収益 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有
者に帰属する
当期利益

基本的１株当
たり当期利益
（予想）

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 365,000 4.1 27,000 13.4 26,800 11.5 16,800 16.3 16,500 16.0 280.29
 

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無
 

 
 



  

  

  

  

  

  

  

※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無
 

 
 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無
 

 
 

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 27年３月期１Ｑ 60,000,000株 26年３月期 60,000,000株

② 期末自己株式数 27年３月期１Ｑ 1,131,646株 26年３月期 1,131,626株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 27年３月期１Ｑ 58,868,361株 26年３月期１Ｑ 59,503,282株
 

 
 

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
 

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開
示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
 

・当社は、平成27年３月期第１四半期連結累計期間から国際会計基準（以下、「IFRS」）を適用しております。ま
た、前年同四半期及び前連結会計年度の連結財務諸表につきましても、IFRSに準拠して表示しております。 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた
っての注意事項等については、四半期決算短信(添付資料)２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報(３)連
結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 
・当社は、平成26年８月７日に機関投資家及びアナリスト向けの電話会議を開催する予定です。この電話会議で利
用する資料については、当社ホームページに掲載する予定です。
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げによる影響が一部見られたものの、政府の

経済政策や金融政策により企業収益が改善し、設備投資の持ち直しの動きがみられるなど、緩やかな回復基調が続

いております。 

情報サービス産業においては、一部の情報通信業でIT投資に対する慎重な姿勢は継続しておりますが、金融業に

加えて、流通業や製造業の一部においてIT投資意欲は高まりつつあり、全体的にビジネス環境は緩やかに改善しつ

つあります。 

このような状況下、当社グループにおきましては、2015年３月期を「成長軌道への復帰を目指す年」と位置付

け、CTCグループの強みであるITサービス総合力の更なる強化や、採算性の改善に向けた取り組みを推進しておりま

す。具体的には、最先端のソリューション提案や検証を行うことを目的に、当社の総合検証センター「Technical 

Solution Center」において国内及びアジア太平洋地域では初となる「Oracle Authorized Solution Center」を開

設したほか、ハイブリッド環境上でのクラウド活用をサポートするためにCTCのクラウドサービスである

ElasticCUVICやTechnoCUVICとアマゾン ウェブ サービスとの連携強化を図る取り組みや、ミドクラジャパン株式会

社のネットワーク仮想化ソリューション「MidoNet（ミドネット）」の取り扱いを開始し、ソフトウェアでネットワ

ークを一元管理するSDNソリューションを拡充するなど、技術・サービスの強化に注力いたしました。また、成長領

域でのビジネス拡大を目指し、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が公募する、再生可能

エネルギーの予測技術や出力制御技術を高度化し、需給運用の手法の確立を目指す「電力系統出力変動対応技術研

究開発事業」へ参画いたしました。採算性の改善につきましては、不採算案件抑制のためにプロジェクト管理方法

の見直しを行ったほか、為替変動リスクのヘッジ策を導入し、原価改善に取り組んでおります。 

営業活動につきましては、情報通信事業では携帯キャリア向けの設備増強案件を推進したほか、金融・社会イン

フラ事業ではメガバンク向け市場系、リスク管理系、国際系システムの開発や郵便会社向けインフラ構築、流通事

業では小売・食品卸向け基幹系システムの構築などに注力いたしました。 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、開発ビジネス、サービスビジネスが増加し、売上収益は

74,071百万円（前年同期比6.9％増）となりました。利益面では、売上総利益率の低下や、人件費の増加等があった

ものの、増収に伴う売上総利益の増加により、営業利益は1,146百万円（同405.3％増）、税引前四半期利益は1,174

百万円（同332.9％増）、四半期利益は747百万円（同816.6％増）、親会社の所有者に帰属する四半期利益は722百

万円（同7,903.4％増）となりました。 

なお、当社グループは当第１四半期連結累計期間より、従来の日本基準に替えて国際会計基準（以下「IFRS」）

を適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度の数値は、前期に日本基準で公表した数値をIFRS

に組み替えて表示しております。 

  

（２）財政状態に関する説明 

当第1四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末に比べて12,723百万円減少し、269,926百万円と

なりました。これは、主に棚卸資産が6,536百万円増加したものの、営業債権及びその他の債権が24,762百万円減少

したことによるものであります。 

負債は、前連結会計年度末に比べて10,122百万円減少し、105,827百万円となりました。これは、その他の金融負

債が2,805百万円増加したものの、営業債務及びその他の債務が13,881百万円減少したことによるものであります。

資本は、前連結会計年度末に比べて2,600百万円減少し、164,099百万円となりました。これは、主に四半期利益

による増加が747百万円あったものの、親会社において配当金の支払による減少が3,237百万円あったこと等による

ものであります。 

  

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

今後の見通しについては、新興国の成長減速などの懸念材料があるものの、国内景気は緩やかに回復しつつあ

り、今後のIT投資の本格回復への期待が高まりつつあります。 

このような状況を鑑みまして、現時点においては、2014年５月１日に発表いたしました業績予想を変更しており

ません。 
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

  

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更 

該当事項はありません。 
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３．要約四半期連結財務諸表 

（１）要約四半期連結財政状態計算書 

  

  

 

    
移行日 

（2013年４月１日） 
前連結会計年度末 
（2014年３月31日） 

当第１四半期 
連結会計期間末 

（2014年６月30日） 

区分 
  
  

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資産の部）     

流動資産     

現金及び現金同等物   66,133 55,083 52,901 

営業債権及びその他の債権   87,447 101,530 76,767 

棚卸資産   20,038 23,573 30,109 

当期税金資産   － 12 1,159 

その他の金融資産   842 689 438 

その他の流動資産   22,360 26,249 33,949 

小計   196,822 207,139 195,325 

売却目的で保有する非流動資産   － － 901 

流動資産合計   196,822 207,139 196,227 

      

非流動資産        

有形固定資産   34,707 35,596 35,352 

のれん   4,236 4,467 4,445 

無形資産   10,727 10,046 9,573 

持分法で会計処理されている投資   1,315 1,489 536 

その他の金融資産   12,225 11,054 10,925 

繰延税金資産   12,681 11,609 11,417 

その他の非流動資産   1,074 1,246 1,448 

非流動資産合計   76,968 75,511 73,699 

資産合計   273,791 282,650 269,926 
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移行日 

（2013年４月１日） 
前連結会計年度末 
（2014年３月31日） 

当第１四半期 
連結会計期間末 

（2014年６月30日） 

区分 
  
  

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（負債及び資本の部）         

流動負債         

営業債務及びその他の債務   40,207 44,491 30,609 

その他の金融負債   5,648 6,064 8,870 

未払法人所得税   7,803 6,560 358 

従業員給付   13,391 11,892 8,598 

引当金   761 1,225 1,821 

その他の流動負債   21,736 25,811 36,096 

流動負債合計   89,548 96,045 86,354 

          

非流動負債         

長期金融負債   14,428 12,748 12,604 

従業員給付   6,590 4,576 4,422 

引当金   1,448 1,649 1,595 

繰延税金負債   870 887 815 

その他の非流動負債   75 42 34 

非流動負債合計   23,413 19,904 19,472 

負債合計   112,961 115,949 105,827 

          

資本         

資本金   21,763 21,763 21,763 

資本剰余金   33,076 33,076 33,076 

自己株式   △10,370 △4,223 △4,223 

利益剰余金   111,525 111,132 108,594 

その他の資本の構成要素   1,398 1,219 1,232 

親会社の所有者に帰属する持分合計   157,392 162,967 160,443 

非支配持分   3,436 3,732 3,655 

資本合計   160,829 166,700 164,099 

負債及び資本合計   273,791 282,650 269,926 
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（２）要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書 

要約四半期連結損益計算書 

  

  

  

 

    
前第１四半期連結累計期間 
（自 2013年４月１日 
至 2013年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日） 

区分 
  
  

金額（百万円） 金額（百万円） 

売上収益   69,263 74,071 

売上原価   △53,535 △57,395 

売上総利益   15,728 16,675 

        

その他の収益及び費用       

販売費及び一般管理費   △15,190 △15,553 

その他の収益   69 56 

その他の費用   △380 △33 

その他の収益及び費用合計   △15,501 △15,529 

営業利益   226 1,146 

        

金融収益   80 63 

金融費用   △52 △41 

持分法による投資利益   15 5 

税引前四半期利益   271 1,174 

法人所得税   △189 △426 

四半期利益   81 747 

        

四半期利益の帰属：       

親会社の所有者   9 722 

非支配持分   72 24 
 

１株当たり四半期利益 
（親会社の所有者に帰属）： 

  （円） （円） 

基本的１株当たり四半期利益   0.15 12.28 

希薄化後１株当たり四半期利益   － － 
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要約四半期連結包括利益計算書 

  

  

 

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 2013年４月１日 
至 2013年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日） 

区分 
  
  

金額（百万円） 金額（百万円） 

四半期利益 81 747 

その他の包括利益（税効果控除後）     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて測定する金融資産の
公正価値の純変動 

  262 46 

持分法適用会社に対する持分相当額   0 △0 

純損益に振り替えられる可能性のある項目       

在外営業活動体の換算差額   214 △61 

キャッシュ・フロー・ヘッジ 10 △5 

持分法適用会社に対する持分相当額 21 △3 

その他の包括利益（税効果控除後）合計 508 △24 

四半期包括利益 590 722 

四半期包括利益の帰属：     

親会社の所有者 459 713 

非支配持分 130 8 
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（３）要約四半期連結持分変動計算書 

（単位：百万円） 

   

  

 

区分   

親会社の所有者に帰属する持分 

資本金 
資本 
剰余金 

自己株式
利益 
剰余金 

その他の資本の構成要素 

在外営業
活動体の
換算差額 

その他の包
括利益を通
じて測定す
る金融資産
の公正価値
の純変動 

キャッシ
ュ・フロ
ー・ヘッ

ジ 

2013年４月１日   21,763 33,076 △10,370 111,525 － 1,401 △2

四半期利益   － － － 9 － － －

その他の包括利益   － － － － 178 262 10

四半期包括利益   － － － 9 178 262 10

剰余金の配当   － － － △3,272 － － －

自己株式の取得   － － △1 － － － －

その他の非支配持分の増減   － － － － － － －

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替 
  － － － － － － －

所有者との取引額等合計   － － △1 △3,272 － － －

2013年６月30日   21,763 33,076 △10,371 108,261 178 1,663 7
 

区分   

親会社の所有者 
に帰属する持分 

非支配持分 資本合計 
親会社の所有者に 
帰属する持分合計 

2013年４月１日   157,392 3,436 160,829

四半期利益   9 72 81

その他の包括利益   450 58 508

四半期包括利益   459 130 590

剰余金の配当   △3,272 △80 △3,353

自己株式の取得   △1 － △1

その他の非支配持分の増減   － 8 8

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替 
  － － －

所有者との取引額等合計   △3,273 △71 △3,345

2013年６月30日   154,578 3,495 158,074
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（単位：百万円） 

   

  

 

区分   

親会社の所有者に帰属する持分 

資本金 
資本 
剰余金 

自己株式
利益 
剰余金 

その他の資本の構成要素 

在外営業
活動体の
換算差額 

その他の包
括利益を通
じて測定す
る金融資産
の公正価値
の純変動 

キャッシ
ュ・フロ
ー・ヘッ

ジ 

2014年４月１日   21,763 33,076 △4,223 111,132 442 771 4

四半期利益   － － － 722 － － －

その他の包括利益   － － － － △49 46 △5

四半期包括利益   － － － 722 △49 46 △5

剰余金の配当   － － － △3,237 － － －

自己株式の取得   － － △0 － － － －

その他の非支配持分の増減   － － － － － － －

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替 
  － － － △22 － 22 －

所有者との取引額等合計   － － △0 △3,260 － 22 －

2014年６月30日   21,763 33,076 △4,223 108,594 393 840 △1
 

区分   

親会社の所有者 
に帰属する持分 

非支配持分 資本合計 
親会社の所有者に 
帰属する持分合計 

2014年４月１日   162,967 3,732 166,700

四半期利益   722 24 747

その他の包括利益   △8 △15 △24

四半期包括利益   713 8 722

剰余金の配当   △3,237 △85 △3,323

自己株式の取得   △0 － △0

その他の非支配持分の増減   － － －

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替 
  － － －

所有者との取引額等合計   △3,237 △85 △3,323

2014年６月30日   160,443 3,655 164,099
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（４）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

  
（５）要約四半期連結財務諸表注記 

１. 報告企業 

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社（以下「当社」）は、日本に所在する株式会社です。当社の登記されてい

る本社及び主要な事業所の住所は、ホームページ（http://www.ctc-g.co.jp/）で開示しております。当社の当第１四

半期の要約四半期連結財務諸表は2014年６月30日を期末日とし、当社及び子会社（以下「当社グループ」）より構成

されています。また、当社の親会社は伊藤忠商事株式会社（以下「親会社」）です。 

当社グループはコンピュータ・ネットワークシステムの販売・保守、ソフトウェア受託開発、データセンターサー

ビス、サポートなどの事業を展開しております。 

  
２. 要約四半期連結財務諸表作成の基礎 

① 要約四半期連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載 

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号）第１条の２に掲げる特定会社の要件を満たすことから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠

して作成しております。 

当社の要約四半期連結財務諸表は、当社グループにおいて、それぞれ所在地国の会計基準に基づき作成した財務

諸表に、IFRSに準拠するべく一定の修正を加えた財務諸表を基礎として作成しております。 

なお、この要約四半期連結財務諸表は、当社グループがIFRSに従って作成する最初の要約四半期連結財務諸表で

あり、IFRSへの移行日は、2013年４月１日であります。当社はIFRSへの移行にあたり、IFRS第１号「国際財務報告

基準の初度適用」を適用しております。IFRSへの移行に伴う財政状態及び経営成績の状況に与える影響は「（７）

国際会計基準（IFRS）初度適用」に記載しております。 

  
② 測定の基礎 

当社の要約四半期連結財務諸表は、「３.重要な会計方針」にて別途記載している場合を除き、取得原価を基礎と

して作成しております。 

  
③ 表示通貨 

当社の要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円で表示しております。 

また、当社の要約四半期連結財務諸表において、百万円未満の端数は切り捨てて表示しております。 

  
④ 早期適用した新設及び改訂されたIFRS基準書及び解釈指針 

要約四半期連結財務諸表を作成するにあたり、当社は、IFRS第９号「金融商品：分類及び測定」（2009年11月公

表、2010年10月及び2011年12月改訂）を早期適用しております。 
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３. 重要な会計方針 

以下に記載されている会計方針は、他の記載がない限り、要約四半期連結財務諸表（IFRS移行日の連結財政状態計

算書を含む）に記載されているすべての期間に適用しております。 

  
①  連結の基礎 

(ⅰ)企業結合 

当社グループは、IFRS第１号の免除規定を適用し、親会社のIFRS移行日（2012年４月１日）より前に発生した

企業結合に関して、IFRS第３号「企業結合」を遡及適用せず、従前の会計基準（日本基準）に基づいて会計処理

をしております。 

親会社のIFRS移行日以降の企業結合については、IFRS第３号に基づき、取得法により会計処理を行っておりま

す。すなわち、企業結合当事者のうち、いずれかの企業を取得企業として、被取得企業において取得時に識別可

能な資産及び負債、並びに非支配持分を公正価値（但し、IFRS第３号により公正価値以外で測定すべきとされて

いる資産及び負債については、IFRS第３号に規定する価額）で認識し、既保有持分がある場合には取得時におけ

る公正価値で再測定したうえで、移転された対価、再測定後の既保有持分価額及び非支配持分の公正価値の合計

から識別可能な資産及び負債の公正価値の合計を差引いたものをのれんとして認識しております。また、バーゲ

ンパーチェス取引となる場合、すなわちIFRS第３号に従い測定された識別可能な資産及び負債の価額の合計が移

転された対価、再測定後の既保有持分価額及び非支配持分の公正価値の合計を上回る場合は、当該差額を取得日

において純損益として認識しております。 

企業結合を達成するために取得企業で発生したコストは、負債性金融商品及び資本性金融商品の発行に関連す

る費用を除き、発生時に費用処理しております。 

企業結合が生じた連結会計年度末までに企業結合の当初の会計処理が完了していない場合、当該完了していな

い項目については最善の見積りに基づく暫定的な金額で測定しております。当社グループは、取得日から最長１

年間を当該暫定的な金額を修正することができる期間（以下「測定期間」）とし、測定期間中に入手した新たな

情報が、取得日時点で認識された金額の測定に影響を及ぼすものである場合には、取得日時点で認識した暫定的

な金額を遡及的に修正しております。 

(ⅱ)子会社 

子会社とは、当社グループにより支配されている企業をいいます。当社グループにより支配されているかどう

かの判断にあたっては、議決権の保有状況のほか、実質的に行使可能な潜在的議決権の存在、あるいは取締役の

過半が当社グループより派遣されている社員で占められているか等、支配の可能性を示す諸要素を総合的に勘案

して決定しております。 

子会社の財務諸表は、取得日から支配喪失日までの間、当社の要約四半期連結財務諸表に連結しております。 

支配を継続する中での持分買増及び売却等による子会社持分の変動については、資本取引として会計処理して

おります。 

(ⅲ)支配の喪失 

子会社に対する支配を喪失した場合には、当該子会社の資産及び負債、当該子会社に係る非支配持分の認識を

中止し、支配喪失後も継続して保持する残余持分について支配喪失日の公正価値で再測定しております。支配の

喪失から生じた利得又は損失は、純損益として認識しております。 

(ⅳ)共通支配下での企業結合 

すべての企業結合当事者が企業結合前及び企業結合後のいずれにおいても当社グループの支配下にある企業結

合については、移転元の資産及び負債の帳簿価額を移転先に引き継ぐ処理を行っております。 
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(ⅴ)関連会社 

関連会社とは、当社グループが当該企業の経営戦略及び財務方針等に対し、支配までには至らないが重要な影

響力を有している企業をいいます。重要な影響力を有しているかどうかの判定にあたっては、議決権の保有状況

（被投資会社の議決権の20％以上50％以下を直接的又は間接的に所有している場合は、当該企業に対して重要な

影響力を有していると推定する）、実質的に行使可能な潜在的議決権の存在、あるいは全取締役のうち当社グル

ープより派遣されている社員が占める割合等の諸要素を総合的に勘案して決定しております。 

関連会社に対する投資は、持分法を適用し、取得時以降の投資先の計上した純損益及びその他の包括利益のう

ち、当社グループの持分に相当する額を当社グループの純損益及びその他の包括利益として認識するとともに、

投資価額を増減する会計処理を行っております。関連会社の取得に伴い認識されるのれんについては、当該残高

を投資の帳簿価額に含めております。また、関連会社から受け取った配当金については、投資価額より減額して

おります。関連会社の会計方針が当社グループの採用する会計方針と異なる場合は、当社グループが採用する会

計方針と整合させるため、必要に応じ、修正を加えております。 

要約四半期連結財務諸表には、他の株主との関係等により、報告期間の末日を統一することが実務上不可能で

あるため、当社の報告期間の末日と異なる関連会社に対する投資が含まれております。当該持分法適用会社の決

算日は12月31日であり、報告期間の末日の差異により生じる期間の重要な取引又は事象については、調整を行っ

ております。 

関連会社に対する重要な影響力を喪失し、持分法の適用を中止する場合は、残存している持分について公正価

値で再測定しております。持分法の適用中止に伴う利得又は損失は、純損益として認識しております。 

(ⅵ)連結上消去される取引 

当社グループ相互間における債権債務残高及び取引高、並びに当社グループ相互間の取引により発生した内部

未実現損益は、要約四半期連結財務諸表の作成に際して消去しております。 

当社グループと持分法適用会社との取引により生じる内部未実現損益については、当社グループの持分相当額

を消去しております。 

  
② 外貨換算 

(ⅰ)外貨建取引 

外貨建取引は、取引日の直物外国為替レートで機能通貨に換算しております。 

期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の直物外国為替レートで機能通貨に換算しております。

外貨建の公正価値で測定されている非貨幣性項目は、公正価値が決定された日の直物外国為替レートで機能通貨

に換算しております。 

換算によって生じる為替差額は、純損益として認識しております。ただし、FVTOCI金融資産（「③金融商品」 

参照）の換算により発生した差額及びキャッシュ・フロー・ヘッジから生じる換算差額については、その他の包

括利益として認識しております。 

(ⅱ)在外子会社及び在外持分法適用会社の外貨建財務諸表の換算 

在外子会社及び在外持分法適用会社（以下、総称して「在外営業活動体」）における外貨建財務諸表を表示通

貨に換算するにあたっては、資産・負債について、期末日の直物外国為替レートを適用し、収益・費用につい

て、連結会計期間の期中平均外国為替レートを適用しております。 

上記在外営業活動体における外貨建財務諸表を表示通貨に換算するにあたって生じた差額は、その他の包括利

益（「在外営業活動体の換算差額」）で認識しております。 

当社グループはIFRS第１号の免除規定を適用し、IFRS移行日時点で認識していた在外営業活動体の換算差額の

累計額をすべて利益剰余金に振り替えております。 

 在外営業活動体の処分時において、当該在外営業活動体に係る換算差額の累計額は、処分による利得又は損失

が認識される時点において純損益に振り替えております。ただし、換算差額の累計額のうち非支配持分に帰属し

ていた部分については、非支配持分を増減させております。 
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③ 金融商品 

(ⅰ)デリバティブを除く金融資産 

デリバティブを除く金融資産は、IFRS第９号に従い、当該金融資産の当初認識時点において、以下の２つの要

件をともに満たすものを償却原価で測定される金融資産に分類し、それ以外のものを公正価値で測定される金融

資産に分類しております。また、公正価値で測定される金融資産は、取得後の公正価値変動を純損益に計上する

金融資産（以下「FVTPL金融資産」）と取得後の公正価値変動をその他の包括利益に計上する金融資産（以下

「FVTOCI金融資産」）に分類しております。 

・当該金融資産の保有方針が、当該金融資産の契約上のキャッシュ・フローの回収を目的として保有してい

ること 

・当該金融資産の契約上のキャッシュ・フローが、元本及び元本残高に対する利息の支払のみにより構成さ

れ、かつ、発生する日が特定されていること 

償却原価で測定される金融資産は、当初認識時点において、取得に直接関連する費用を公正価値に加えた価額

で測定し、各期末日において、実効金利法に基づく償却原価で測定のうえ、償却原価の変動額は純損益で認識し

ております。 

公正価値で測定される金融資産のうち、他の企業の普通株式等の資本性金融商品への投資であって、かつ短期

的な売却により差益を得ることを目的とした保有でないものについては、原則として、FVTOCI金融資産に分類

し、それ以外の公正価値で測定される金融資産は、FVTPL金融資産に分類しております。 

公正価値で測定される金融資産は、当初認識時点において、公正価値で測定しております。取得に直接関連す

る費用について、FVTOCI金融資産は当初認識額に含めておりますが、FVTPL金融資産は発生時に純損益で認識し当

初認識額には含めておりません。 

公正価値で測定される金融資産は、各期末日において公正価値で再測定しております。公正価値の変動額につ

いては、FVTPL金融資産は純損益、FVTOCI金融資産はその他の包括利益（「その他の包括利益を通じて測定する金

融資産の公正価値の純変動」）として認識しております。また、FVTPL金融資産、FVTOCI金融資産のいずれにおい

ても、受取配当金は純損益で認識しております。 

FVTOCI金融資産を売却した場合は、直近の簿価と受け取った対価との差額を、その他の包括利益（「その他の

包括利益を通じて測定する金融資産の公正価値の純変動」）として認識するとともに、当該FVTOCI金融資産につ

いて売却までに認識したその他の包括利益累計額を利益剰余金に振替えております。 

金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する権利が消滅した場合、または金融資産から生じるキャッシ

ュ・フローを享受する権利を譲渡した場合において、すべてのリスクと経済価値を実質的に移転した場合につい

ては、金融資産の認識を中止しております。 

(ⅱ)現金同等物 

現金同等物には、流動性の高い、容易に換金可能で、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期

投資（当初決済期日は概ね３か月以内）及び短期の定期預金（当初満期日が３か月以内）等が含まれておりま

す。 

(ⅲ)デリバティブを除く金融負債 

デリバティブを除く金融負債は、契約上の義務が発生した時点において、公正価値から当該金融負債発生に直

接関連する費用を控除した価額を実効金利法に基づく償却原価で測定しております。 

債務者が債権者に支払い、債務を免除された時点、または契約中に債務が免責、取消、または失効となった時

点で、金融負債の認識を中止しております。 
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(ⅳ)デリバティブ及びヘッジ活動 

当社グループは、為替変動リスクをヘッジするため先物為替予約を利用しております。デリバティブについて

は、その保有目的や保有意思にかかわらず公正価値で資産又は負債として認識しております。デリバティブの公

正価値の変動額は、次のとおり処理しております。 

既に認識された資産もしくは負債の公正価値の変動に対するヘッジであり、ヘッジの効果が非常に有効である

と見込まれ、かつ、ヘッジの開始時に、ヘッジ関係並びにリスク管理目的及びヘッジの実行に関する戦略の文書

による指定があるものについては、公正価値ヘッジとして指定し、デリバティブの公正価値の変動をヘッジ対象

の公正価値の変動とともに純損益として認識しております。 

既に認識された資産もしくは負債、未認識の確定約定、または予定取引に関連して発生する将来キャッシュ・

フローの変動に対するヘッジであり、ヘッジの効果がきわめて有効であると見込まれ、かつ、ヘッジの開始時

に、ヘッジ関係並びにリスク管理目的及びヘッジの実行に関する戦略の文書による指定があるものについては、

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定し、デリバティブの公正価値の変動をその他の包括利益（「キャッシ

ュ・フロー・ヘッジ」）として認識しております。当該会計処理は、ヘッジ対象に指定された未認識の予定取

引、または既に認識された資産もしくは負債に関連して発生する将来キャッシュ・フローの変動が実現するまで

継続しております。また、ヘッジの効果が有効でない部分は、純損益として認識しております。 

上記以外のデリバティブの公正価値の変動については、純損益として認識しております。 

当社グループは、上記公正価値ヘッジ及びキャッシュ・フロー・ヘッジを適用するにあたり、ヘッジ開始時に

おいてヘッジの効果が非常に有効であると見込まれるかどうかを評価することに加えて、その後も引き続いてそ

のデリバティブがヘッジ対象の公正価値又は将来キャッシュ・フローの変動の影響を非常に有効に相殺している

かどうかについて、評価を行っております。 

ヘッジ会計は、ヘッジの効果が有効でなくなれば中止され、デリバティブの公正価値の変動については、IAS第

39号「金融商品：認識及び測定」に従い、純損益として認識しております。 

(ⅴ)金融資産及び負債の表示 

以下の要件のいずれにも該当する場合には、金融資産と金融負債を相殺し、純額を要約四半期連結財政状態計

算書上に表示しております。 

・認識された金額を相殺することについて、無条件かつ法的に強制力のある権利を有している 

・純額で決済する、あるいは資産の実現と債務の決済を同時に実行する意図を有している 

  
④ 棚卸資産 

棚卸資産の取得原価には購入原価、加工費及び棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに発生したその他のす

べての原価を含んでおります。 

棚卸資産は、原価と正味実現可能価額のうちいずれか低い額で測定しております。棚卸資産の原価は、商品は移

動平均法、仕掛品は個別法、保守用部材は利用可能期間（５年）に基づく定額法に基づいて算定しております。 

正味実現可能価額は、通常の営業過程における見積販売価額から完成までに要する見積原価及び見積販売費用を

控除した額です。 

  
⑤ 有形固定資産 

(ⅰ)認識及び測定 

有形固定資産は、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定

しております。一部の有形固定資産の取得原価については、IFRS第１号の免除規定を適用し、親会社のIFRS移行

日現在の公正価値をみなし原価として使用することを選択しております。 

取得原価には、設置費用及び稼働可能な状態にするために必要とされる直接付随費用、将来の解体・除去費用

及び敷地の原状回復費用の見積額が含まれております。 

有形固定資産において、それぞれ異なる複数の重要な構成要素を識別できる場合は、当該構成要素ごとに残存

価額、耐用年数及び減価償却方法を判定し、別個の有形固定資産項目として会計処理しております。 

有形固定資産の処分時には、正味の受取額と資産の帳簿価額との差額を純損益として認識しております。 
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(ⅱ)減価償却 

有形固定資産は、土地等の償却を行わない資産を除き、当該資産が使用可能な状態となったときから、主とし

て、当該資産の見積耐用年数（建物及び構築物は15年～50年、工具、器具及び備品は５年～15年）に基づく定額

法により減価償却を行っております。 

リース資産は、所有権移転又は割安購入選択権がある場合は、当該資産の見積耐用年数、それ以外の場合はリ

ース期間と見積耐用年数のいずれか短い期間にわたって減価償却を行っております。 

有形固定資産の残存価額、耐用年数及び減価償却方法については、毎期末見直しを行い、必要に応じて改定し

ております。 

  
⑥ のれん及び無形資産 

(ⅰ)のれん 

のれんは、償却を行わず、少なくとも年に１度、更には減損の兆候がある場合はその都度、資金生成単位を基

礎とした減損テストを実施しております。 

(ⅱ)無形資産 

無形資産は、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定しており

ます。また、開発活動による支出について、信頼性をもって測定可能であり、開発の結果により将来経済的便益

を得られる可能性が高く、かつ当社グループが当該開発を完了させ、成果物を使用又は販売する意図及び十分な

資源を有している場合においては、当該開発活動による支出を無形資産として認識しております。 

無形資産は、耐用年数が確定できないものを除き、当該資産が使用可能な状態となったときから、主として見

積耐用年数（ソフトウェアは３年～５年、その他無形資産は４年～10年）に基づく定額法により、償却を行って

おります。各会計期間に配分された償却費は、純損益で認識しております。 

無形資産の残存価額、耐用年数及び償却方法については、毎期末見直しを行い、必要に応じて改定しておりま

す。 

  

⑦ リース 

(ⅰ)借手リース 

当社グループは、リースにより有形固定資産又は無形資産を使用しております。 

契約がリースであるか否か、またはその契約にリースが含まれているか否かについては、名目の契約形態がリ

ース契約となっているかどうかにかかわらず、取引の経済実態を検討のうえ、判断しております。 

当該リース取引のうち、所有に伴うリスクと経済価値が実質的にすべて当社グループに移転しているものはフ

ァイナンス・リースに分類し、ファイナンス・リース以外のリースはオペレーティング・リースに分類しており

ます。 

ファイナンス・リースについては、リース物件の公正価値と最低支払リース料総額の現在価値のいずれか低い

金額でリース資産（「有形固定資産」又は「無形資産」各勘定に表示）及びリース債務（「その他の金融負債」

又は「長期金融負債」各勘定に表示）を認識しております。また、支払リース料総額をリース債務元本相当部分

と利息相当部分とに区分し、支払リース料の利息相当部分への配分額は、利息法により算定しております。 

オペレーティング・リースについては、リース物件を資産として認識せず、支払リース料を発生時に純損益に

て認識する処理を行っております。 
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(ⅱ)貸手リース 

当社グループは、リースにより有形固定資産又は無形資産を賃貸する事業を行っております。 

契約がリースであるか否か、またはその契約にリースが含まれているか否かについては、名目の契約形態がリ

ース契約となっているかどうかにかかわらず、取引の経済実態を検討のうえ、判断しております。 

ファイナンス・リースについては、正味リース投資未回収額をリース債権（「営業債権及びその他の債権」に

表示）として認識し、受取リース料総額をリース債権元本相当部分と利息相当部分とに区分し、受取リース料の

利息相当部分への配分額は、利息法により算定しております。また、当該ファイナンス・リースが財の販売を主

たる目的とし、販売政策上の目的で実行するものである場合は、リース対象資産の公正価値と最低リース料総額

を市場金利で割り引いた金額のいずれか低い額を売上収益として認識し、当該リース対象資産の購入価額を売上

原価として認識しております。 

オペレーティング・リースについては、受取リース料を発生時にリース期間にわたって純損益にて認識してお

ります。 

⑧ 減損 

(ⅰ)償却原価で測定される金融資産 

償却原価で測定される金融資産については、各四半期末において、個別資産単位又は信用リスク別にグルーピ

ングした単位で、減損の兆候の有無を評価しております。償却原価で測定される金融資産に係る減損の兆候に

は、利息や元本支払いの不履行や延滞、返済額の減免や返済スケジュールの順延、債務者の財政状態の著しい悪

化、債務者の破産等を含んでおります。 

償却原価で測定される金融資産について、減損の兆候がある場合は、当該資産の帳簿価額と見積将来キャッシ

ュ・フローを当該資産の当初の実効金利で割り引いた現在価値である回収可能額との差額を減損損失として認識

し、純損益に計上しております。 

また、減損を認識した償却原価で測定される金融資産について、減損認識後の期間において、減損損失の額が

減少し、その減少が減損認識後に発生した事象に客観的に関連付けられる場合には、償却原価法に基づく帳簿価

額を上限として減損損失の戻し入れを行っております。 
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(ⅱ)有形固定資産、のれん、無形資産、関連会社投資 

有形固定資産、のれん、無形資産、関連会社投資については、各四半期末において減損の兆候の有無を判定の

うえ、減損の兆候があると判断される場合には、以下に掲げる減損テストを実施しております。加えてのれんに

ついては、減損の兆候の有無にかかわらず、少なくとも年に一度、毎年同じ時期に、減損テストを実施しており

ます。 

減損テストは、資金生成単位ごとに行っております。資金生成単位の判別にあたっては、個別資産について他

の資産とは独立してキャッシュ・フローを識別可能である場合は当該個別資産を資金生成単位とし、個別資産に

ついて独立してキャッシュ・フローを識別することが不可能な場合は独立したキャッシュ・フローが識別できる

最小単位になるまで資産をグルーピングしたものを資金生成単位としております。のれんについては、事業セグ

メントと同等かそれより小さい単位で、のれんを内部管理する最小の単位に基づき資金生成単位を決定しており

ます。 

のれんを含む資金生成単位の減損テストを実施する場合は、まず、のれん以外の資産の減損テストを実施し、

当該のれん以外の資産について必要な減損を認識した後に、のれんの減損テストを行うものとしております。 

減損テストを実施するにあたっては、当該資金生成単位の回収可能価額を見積っております。回収可能価額

は、売却費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い金額としております。なお、使用価値とは、資金生成

単位の継続的使用及び使用後の処分により見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値合計をいいます。 

資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回っている場合には、当該帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

減損損失を純損益で認識しております。認識した減損損失は、まずその資金生成単位に配分されたのれんの帳簿

価額を減額するよう配分し、次に資金生成単位内ののれんを除く各資産の帳簿価額を比例的に減額するように配

分しております。 

全社資産は独立したキャッシュ・フローを生み出していないため、全社資産における減損テストは、その帳簿

価額を各資金生成単位に合理的な方法で配分したうえで、配分された全社資産の帳簿価額の一部を含む、資金生

成単位の帳簿価額を回収可能価額と比較する方法により行っております。 

過年度に認識した減損損失が明らかに減少又は存在しない可能性を示す兆候がある場合で、当該資産の回収可

能価額の見積りが帳簿価額を上回るときは、減損損失を戻し入れております。減損損失の戻入額は、回収可能価

額と減損損失を認識しなかった場合の償却又は減価償却控除後の帳簿価額のいずれか低い方を上限としておりま

す。但し、のれんについては減損損失の戻し入れは行っておりません。 

持分法適用会社への投資の帳簿価額の一部に含まれる持分法適用会社の取得に係るのれんについては、他の部

分と区分せず、持分法適用会社に対する投資を一体の資産として、減損の対象としております。 

  

⑨ 売却目的で保有する非流動資産 

継続的な使用ではなく、主に売却取引により回収される非流動資産又は処分グループのうち、現状で直ちに売却

することが可能であり、かつ、その売却の可能性が非常に高いことを条件としており、経営者が当該資産の売却計

画の実行を確約し、１年以内で売却が完了する予定である場合には、売却目的保有に分類しております。 

関連会社に対する投資の全部または一部の処分を伴う売却計画の実行を確約している場合、上記の規準が満たさ

れたときに、処分される投資の全部または一部を売却目的保有に分類し、売却目的保有に分類した部分に関して、

持分法の適用を中止します。処分の結果、関連会社に対する重要な影響力を失う場合には、処分時に持分法の適用

を中止します。処分が発生した後、残存持分が引き続き関連会社である場合には持分法を適用しますが、それ以外

の場合には当該関連会社に対する残存持分をIAS第39号に従って会計処理します。 

売却目的保有に分類した非流動資産又は処分グループは、帳簿価額と売却コスト控除後の公正価値のうちいずれ

か低い方の金額で測定しております。 
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⑩ 従業員給付 

(ⅰ)確定給付型退職後給付 

確定給付型退職後給付制度とは、次項に掲げる確定拠出型退職後給付制度以外の退職後給付制度をいいます。 

確定給付型退職後給付制度については、確定給付制度債務の現在価値と制度資産の公正価値との純額を負債又

は資産として認識しております。確定給付制度債務の現在価値及び関連する勤務費用は、原則として、予測単位

積増方式を用いて算定しております。確定給付制度債務の現在価値を算定するために使用する割引率は、原則と

して、退職給付債務の見積期間と整合する期末日時点の優良社債の市場利回りを参照して決定しております。 

制度の改訂により生じた、過去の期間の従業員の勤務に係る確定給付制度債務の現在価値の変動額は制度の改

訂があった期の純損益として認識しております。 

また、当社グループは確定給付型退職後給付制度から生じるすべての数理計算上の差異について、その他の包

括利益（「確定給付制度の再測定額」）として認識し、ただちに利益剰余金に振り替えております。 

(ⅱ)確定拠出型退職後給付 

確定拠出型退職給付制度とは、一定の掛金を他の独立した事業体に支払い、その拠出額以上の支払いについて

法的債務又は推定的債務を負わない退職給付制度をいいます。 

確定拠出型退職給付制度においては、発生主義に基づき、従業員が関連する勤務を提供した期間に対応する掛

金額を純損益として認識しております。 

(ⅲ)複数事業主制度 

当社及び一部の子会社は、複数事業主制度に加入しております。複数事業主制度については、当該制度の規約

に従って、確定給付型退職後給付制度と確定拠出型退職後給付制度に分類し、それぞれの退職後給付制度に係る

会計処理を行っております。但し、確定給付型退職後給付制度に分類される複数事業主制度について、確定給付

型退職後給付制度に係る会計処理を行うために十分な情報を入手できない場合は、確定拠出退職後給付制度に係

る会計処理を適用しております。 

(ⅳ)短期従業員給付 

短期従業員給付については、割引計算を行わず、会計期間中に従業員が勤務を提供したもので、当該勤務の見

返りに支払うと見込まれる給付金額を純損益として認識しております。 

賞与については、当社グループが支払いを行う法的債務又は推定的債務を有しており、かつ当該債務について

信頼性のある見積りが可能な場合に、支払見積額を負債として認識しております。 

  

⑪ 引当金 

引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが現在の債務（法的債務又は推定的債務）を有しており、当

該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、かつ当該債務の金額について信頼できる見積り

が可能である場合に認識しております。 

貨幣の時間的価値の影響が重要な場合には、引当金額は債務の決済に必要と見込まれる支出の現在価値で測定し

ております。現在価値の算定には、将来キャッシュ・フローの発生期間に応じた税引前の無リスクの割引率を使用

しており、引当対象となる事象発生の不確実性については、将来キャッシュ・フローの見積りに反映させておりま

す。 

(ⅰ)資産除去債務引当金 

資産除去債務に係る引当金は、法令や契約等により有形固定資産の解体・除去及び敷地の原状回復等の義務を

負っている場合、または業界慣行や公表されている方針・明確な文書等により、有形固定資産の解体・除去及び

敷地の原状回復等を履行することを表明しており、外部の第三者が当該履行を期待していると推定される場合

に、当該解体・除去及び原状回復等のための見積費用を認識しております。 

(ⅱ)受注損失引当金 

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当四半期連結会計期間末における受注契約に係る損失見込額を計上

しております。 

(ⅲ)アフターコスト引当金 

システム開発案件等に係る将来のアフターコストの支出に備えるため、過去の実績率に基づく将来発生見込額

のほか、個別案件に係る必要額を計上しております。 
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⑫ 資本 

普通株式は資本として分類しております。普通株式の発行に係る付随費用は、税効果控除後の金額にて資本から

控除しております。 

自己株式は資本の控除項目としております。自己株式を取得した場合は、その対価及び付随費用（税効果控除

後）を資本から控除しております。自己株式を売却した場合は、その対価に相当する額を資本の増加として認識し

ております。 

  

⑬ 収益 

(ⅰ)商品の販売 

商品販売等に係る収益は、以下の要件をすべて満たした時点で認識しております。 

・物品の所有に伴う重要なリスク及び経済価値を買手に移転したこと 

・販売された物品に対して、所有と通常結び付けられる程度の継続的な管理上の関与も実質的な支配も保持

していないこと 

・収益の額を、信頼性をもって測定できること 

・その取引に関連する経済的便益が流入する可能性が高いこと 

・その取引に関連して発生した又は発生する原価を、信頼性をもって測定できること 

収益は、受領した、または受領可能な対価の公正価値から、税務当局等第三者のために回収し、当社グループ

が直接納税義務を有する売上関連の税金等を控除した金額で測定しております。 

商品の販売に係る収益については、顧客への商品の引渡し、検収の受領等、契約上の受渡し条件が履行された

時点をもって収益を認識しております。 

(ⅱ)役務の提供 

役務提供に係る収益は、以下の要件を満たした時点で期末日現在の取引の進捗度に応じて認識しております。 

・収益の額を、信頼性をもって測定できること 

・その取引に関する経済的便益が流入する可能性が高いこと 

・その取引の進捗度を、報告期間の末日において信頼性をもって測定できること 

・その取引について発生した原価及び取引の完了に要する原価を、信頼性をもって測定できること 

役務提供を収益の源泉とする取引には、請負契約によるシステム開発及びインフラ構築取引、SEサービス及び

保守取引、その他の役務を提供する取引が含まれております。 

請負契約によるシステム開発及びインフラ構築取引については、受注金額あるいは完成までに要する総原価を

信頼性をもって見積ることができる場合には、期末日における見積総原価に対する累積実際発生原価の割合に応

じて収益を計上しております（進行基準）。受注金額あるいは完成までに要する総原価を、信頼性をもって見積

ることができない場合には、発生した原価のうち回収可能性が高いと判断される部分と同額を収益として計上し

ております（原価回収基準）。また、SEサービス及び保守取引等については、役務を提供する期間にわたり収益

を認識しております。 

(ⅲ)複数要素取引 

製品販売、保守サービスなど複数の財又はサービスを提供する複数要素取引に係る収益については、以下の要

件を満たす場合、構成要素ごとに個別に認識しております。 

・当該構成要素が顧客にとって独立した価値を有している。 

・当該構成要素の公正価値が信頼性をもって測定できる。 

なお、複数要素取引に関して、契約の対価を配分する必要がある場合には、未提供の構成要素の公正価値に基

づき配分する方法によっております。 
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(ⅳ)収益の総額（グロス）表示と純額（ネット）表示 

当社グループは、取引の当事者として提供される財又はサービス自体の付加価値を高める機能を有し、取引に

係る重要なリスクを負担している取引については、収益を顧客との取引総額（グロス）で要約四半期連結損益計

算書に表示しております。 

一方、以下に掲げるような取引については、収益を顧客との取引総額から原価を控除した純額（ネット）で要

約四半期連結損益計算書に表示しております。 

・代理人として、他の第三者が財を販売、またはサービスを提供するための手配を行う取引 

・取引の当事者として関与するものの、取引において提供される財又はサービス自体の付加価値を高める機

能を有さず、取引に係る重要なリスクを負担しない取引 

  

⑭ 金融収益及び金融費用 

金融収益は、受取利息、受取配当金、FVTPL金融資産の公正価値の変動及び売却に係る利益、並びにデリバティブ

の公正価値変動に係る利益等から構成されております。受取利息は、実効金利法により、発生時に認識しておりま

す。受取配当金は、当社グループが支払いを受ける権利が確定した時点で認識しております。 

金融費用は、支払利息、FVTPL金融資産の公正価値の変動及び売却に係る損失、営業債権を除く償却原価で測定さ

れる金融資産の減損損失並びにデリバティブの公正価値変動に係る損失等から構成されております。支払利息は、

実効金利法により、発生時に認識しております。 

  

⑮ 法人所得税 

法人所得税費用は、当期税金費用と繰延税金資産及び負債の変動である繰延税金費用から構成されております。

法人所得税費用は、その他の包括利益各項目で認識される取引又は事象に関係するものについては、次に掲げる場

合を除いて、純損益で認識しております。 

・当該その他の包括利益各項目で認識し、直接資本の各項目で認識される取引又は事象に関係するものについて

は、当該資本の各項目で認識しております。 

・企業結合時における識別可能資産及び負債の認識に伴い発生した繰延税金は、当該企業結合におけるのれんに

含めております。 

当期税金費用は、当期の課税所得について納付すべき税額で測定しております。これらの税額は期末日において

制定済み、または実質的に制定されている税率に基づき算定しております。 

繰延税金資産及び繰延税金負債は、資産及び負債の会計上の帳簿価額と税務上の金額との一時差異等に対して認

識しております。繰延税金資産は、将来減算一時差異、税務上の繰越欠損金や繰越税額控除のような、将来の税務

申告において税負担を軽減させるものについて、それらを回収できる課税所得が生じる可能性の高い範囲内で認識

しております。一方、繰延税金負債は、将来加算一時差異に対して認識しております。ただし、以下の一時差異に

対しては繰延税金資産又は繰延税金負債を認識しておりません。 

・企業結合時に当初認識したのれんから生ずる将来加算一時差異については、繰延税金負債を認識しておりませ

ん。 

・企業結合以外の取引で、かつ会計上の損益にも課税所得にも影響を及ぼさない取引における資産、または負債

の当初認識に係る差異に関するものについては、繰延税金資産又は繰延税金負債を認識しておりません。 

子会社、関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異については、当社グループが一時差異を解消する時期を

コントロールでき、かつ、予測可能な期間内に当該将来加算一時差異が解消しない可能性が高い場合には認識して

おりません。子会社、関連会社に係る将来減算一時差異については、当該将来減算一時差異が予測し得る期間内に

解消し、使用対象となる課税所得が稼得される可能性が高い範囲でのみ繰延税金資産を認識しております。 

繰延税金資産及び負債は、期末日において制定、または実質的に制定されている法人所得税法令に基づいて、繰

延税金資産が回収される期又は繰延税金負債が決済される期に適用されると見込まれる税率に基づいて算定してお

ります。 

繰延税金資産及び負債は、当社グループが当期税金資産と当期税金負債を相殺する法律上強制力のある権利を有

し、かつ法人所得税が同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合、またはこれら税金資産及び税

金負債が同時に実現することを意図している場合には、要約四半期連結財政状態計算書において相殺して表示して

おります。 
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⑯ １株当たり四半期利益 

基本的１株当たり四半期利益は、親会社所有者に帰属する四半期利益を、その報告期間の発行済普通株式（自己

株式を除く）の加重平均株式数で除して算定しております。希薄化後１株当たり四半期利益は、希薄化効果を有す

る潜在的普通株式による影響を調整して計算しております。 

  

４. 重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断 

要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告額に

影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行っています。ただし、実績がこれらの見積りとは異なる場合がありま

す。見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しの影響は、見積りが見直され

た会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。 
  

当連結会計年度及び翌連結会計年度において重要な修正を生じさせるリスクを有する仮定及び見積りは、主として

以下のとおりです。 

・減損の兆候がある償却原価で測定される金融資産の回収可能価額 

・有形固定資産、のれん、無形資産、関連会社への投資に係る減損テストにおいて測定される回収可能価額 

・引当金の測定 

・確定給付型退職後給付制度における確定給付制度債務及び制度資産の公正価値測定 

・繰延税金資産の回収可能性 
  

会計方針適用にあたっての判断が、資産、負債、収益及び費用の計上金額に重要な影響を与える項目は、主として

以下のとおりです。 

・償却原価で測定される金融資産における減損の兆候及び減損の戻し入れの兆候の有無の評価 

・有形固定資産、のれん、無形資産、関連会社への投資に係る減損の兆候、及び、のれん以外の減損損失戻し入れの

兆候の有無の評価 

・引当金の認識 

  
（６）重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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（７）国際会計基準（IFRS）初度適用 

当社は、2014年３月31日に終了する連結会計年度まで、日本において一般に公正妥当と認められる会計基準（日本

基準）に準拠して連結財務諸表を作成しておりますが、2014年４月１日より開始する四半期連結会計期間からIFRSを

適用しております。 

  
IFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」は、IFRSを初めて適用する会社に対して、原則IFRSで要求される基準

を遡及して適用することを求めておりますが、IFRSで要求される基準の一部について、遡及適用に対する任意の免除

規定と強制的な例外規定があり、当社グループは以下の規定を適用しております。 

なお、当社は、IFRSの初度適用にあたりIFRS第１号Ｄ16項（a）の規定を適用し、親会社の連結財務諸表に含まれて

いる当社グループの帳簿価額により資産及び負債を測定しております。 

  
① IFRS第１号の免除規定及び強制的な例外規定 

(ⅰ)IFRS第１号の免除規定 

・企業結合 

当社グループは選択適用が可能であるIFRS第１号の免除規定を適用し、親会社のIFRS移行日より前に発生した

企業結合に対してIFRS第３号「企業結合」を遡及適用せず、従前の会計基準（日本基準）に基づいて会計処理し

ております。 

  

・みなし原価 

当社グループは選択適用が可能であるIFRS第１号の免除規定を採用し、一部の有形固定資産を親会社のIFRS移

行日時点の公正価値で測定し、その公正価値を当該日現在のみなし原価としております。 

  

・在外営業活動体の換算差額 

当社グループは選択適用が可能であるIFRS第１号の免除規定を適用し、IFRS移行日時点で認識していた在外営

業活動体の換算差額の累計額をすべて利益剰余金に振り替えております。 

  
(ⅱ)IFRS第１号の強制的な例外規定 

IFRS第１号では、一部の局面の遡及適用を禁止しており、「見積り」、「金融資産及び金融負債の認識の中

止」、「ヘッジ会計」、「非支配持分」、「金融資産の分類及び測定」が当該規定に該当します。当社グループ

は、これらの項目について親会社のIFRS移行日より将来に向かって適用しております。 

  
当社は、移行日の連結財政状態計算書の作成にあたり、日本基準に準拠し作成された連結財務諸表の金額を調

整しております。日本基準からIFRSへの移行が当社グループの連結財政状態及び経営成績に与える影響は次のと

おりであります。 

調整表上の「表示組替」は、IFRSの規定に準拠するために行った表示組替の影響を表示し、「認識・測定の差

異」は、IFRSへの移行に伴う影響額を表示しております。 
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② 調整表 

(ⅰ)資本に対する調整 

[移行日（2013年４月１日）] 

（単位：百万円） 

  

 

資産の部 日本基準 表示組替 
認識・測定 

の差異 
IFRS 注記 資産の部 

流動資産           流動資産 

現金及び預金 31,914 34,219 － 66,133   現金及び現金同等物 

受取手形及び売掛金 66,882 14,517 6,047 87,447 (a) 営業債権及びその他の債権 

リース投資資産 12,909 △12,909         

有価証券 33,997 △33,997         

商品 13,427 11,936 △5,325 20,038 (a) 棚卸資産 

仕掛品 5,347 △5,347         

保守用部材 6,588 △6,588         

前払費用 22,317 △22,317         

繰延税金資産 8,857 △8,857         

その他 3,766 △3,766         

    808 34 842   その他の金融資産 

    23,353 △993 22,360 (a) その他の流動資産 

貸倒引当金 △94 94         

流動資産合計 205,917 △8,857 △236 196,822   流動資産合計 

固定資産           非流動資産 

有形固定資産（純額） 34,719 － △11 34,707 (b) 有形固定資産 

のれん 3,101 － 1,135 4,236 (c) のれん 

ソフトウェア 4,731 5,903 93 10,727   無形資産 

リース資産（無形固定資産） 2,222 △2,222         

その他（無形固定資産） 3,680 △3,680         

    1,315 － 1,315   
持分法で会計処理されている 

投資 

投資有価証券 5,999 6,095 130 12,225 (d) その他の金融資産 

退職給付に係る資産 173 △173 

繰延税金資産 597 8,857 3,226 12,681 (e) 繰延税金資産 

その他（投資その他の資産） 8,486 △7,301 △110 1,074 (h) その他の非流動資産 

貸倒引当金 △63 63         

固定資産合計 63,647 8,857 4,463 76,968 非流動資産合計 

資産合計 269,564 － 4,227 273,791   資産合計 
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（単位：百万円） 

  

 

負債及び純資産の部 日本基準 表示組替 
認識・測定 

の差異 
IFRS 注記 負債及び資本の部 

流動負債           流動負債 

支払手形及び買掛金 26,484 12,303 1,420 40,207 (a) 営業債務及びその他の債務 

リース債務 4,537 △4,537         

    5,453 194 5,648   その他の金融負債 

未払法人税等 7,803 － － 7,803   未払法人所得税 

前受収益 20,269 △20,269         

賞与引当金 7,566 △7,566         

役員賞与引当金 190 △190         

    9,737 3,654 13,391 (f) 従業員給付 

受注損失引当金 308 △308         

アフターコスト引当金 368 △368         

    761 － 761   引当金 

その他 20,019 4,985 △3,268 21,736 (a)(g) その他の流動負債 

流動負債合計 87,547 △0 2,001 89,548   流動負債合計 

固定負債           非流動負債 

リース債務 14,010 △14,010         

    14,241 187 14,428   長期金融負債 

退職給付に係る負債 575 8 6,006 6,590 (h) 従業員給付 

資産除去債務 1,448 － － 1,448   引当金 

繰延税金負債 769 0 101 870   繰延税金負債 

その他 314 △238 － 75   その他の非流動負債 

固定負債合計 17,117 0 6,295 23,413   非流動負債合計 

負債合計 104,664 － 8,296 112,961   負債合計 

純資産           資本 

資本金 21,763 － － 21,763   資本金 

資本剰余金 33,076 － － 33,076   資本剰余金 

自己株式 △10,370 － － △10,370   自己株式 

利益剰余金 118,506 － △6,981 111,525   利益剰余金 

その他の包括利益累計額 △249 － 1,647 1,398 (d)(h) その他の資本の構成要素 

        157,392   
親会社の所有者に帰属する 

持分合計 

少数株主持分 2,172 － 1,263 3,436 (c) 非支配持分 

純資産合計 164,899 － △4,069 160,829   資本合計 

負債純資産合計 269,564 － 4,227 273,791   負債及び資本合計 
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[前第１四半期連結会計期間末（2013年６月30日）] 

（単位：百万円） 

  

 

資産の部 日本基準 表示組替 
認識・測定 

の差異 
IFRS 注記 資産の部 

流動資産           流動資産 

現金及び預金 33,181 18,275 － 51,457   現金及び現金同等物 

受取手形及び売掛金 50,565 13,998 8,461 73,024 (a) 営業債権及びその他の債権 

有価証券 12,998 △12,998         

商品 19,203 15,750 △9,196 25,757 (a) 棚卸資産 

仕掛品 9,327 △9,327         

保守用部材 6,422 △6,422         

    890 － 890   当期税金資産 

前払費用 29,377 △29,377         

その他 30,665 △30,665         

    850 △0 849   その他の金融資産 

    30,063 △1,519 28,543 (a) その他の流動資産 

貸倒引当金 △20 20         

流動資産合計 191,721 △8,943 △2,255 180,522   流動資産合計 

固定資産           非流動資産 

有形固定資産（純額） 34,444 － △140 34,304 (b) 有形固定資産 

のれん 3,094 － 1,241 4,335 (c) のれん 

その他（無形固定資産） 10,262 － 108 10,371   無形資産 

    1,338 － 1,338   
持分法で会計処理 

されている投資 

その他（投資その他の資産） 16,215 △16,215         

    12,587 145 12,733 (d) その他の金融資産 

    9,473 3,066 12,539 (e) 繰延税金資産 

    1,696 △386 1,310 (h) その他の非流動資産 

貸倒引当金 △63 63         

固定資産合計 63,953 8,943 4,034 76,932   非流動資産合計 

資産合計 255,675 － 1,779 257,455   資産合計 
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（単位：百万円） 

  

 

負債及び純資産の部 日本基準 表示組替 
認識・測定 

の差異 
IFRS 注記 負債及び資本の部 

流動負債           流動負債 

支払手形及び買掛金 21,257 5,906 973 28,136 (a) 営業債務及びその他の債務 

    8,560 193 8,754   その他の金融負債 

未払法人税等 233 － － 233   未払法人所得税 

前受収益 27,271 △27,271         

賞与引当金 2,860 △2,860         

    5,037 3,654 8,692 (f) 従業員給付 

受注損失引当金 351 △351         

アフターコスト引当金 342 △342         

    765 － 765   引当金 

その他 24,293 10,554 △4,854 29,993 (a)(g) その他の流動負債 

流動負債合計 76,610 △0 △33 76,576   流動負債合計 

固定負債           非流動負債 

    14,035 147 14,182   長期金融負債 

退職給付に係る負債 570 7 5,642 6,219 (h) 従業員給付 

資産除去債務 1,455 － － 1,455   引当金 

    1,026 △148 877   繰延税金負債 

その他 15,137 △15,068 － 68   その他の非流動負債 

固定負債合計 17,162 0 5,641 22,804   非流動負債合計 

負債合計 93,772 － 5,608 99,380   負債合計 

純資産           資本 

資本金 21,763 － － 21,763   資本金 

資本剰余金 33,076 － － 33,076   資本剰余金 

自己株式 △10,371 － － △10,371   自己株式 

利益剰余金 114,946 － △6,684 108,261   利益剰余金 

その他の包括利益累計額 286 － 1,562 1,849 
(c) 

(d)(h)
その他の資本の構成要素 

        154,578   
親会社の所有者に帰属する 

持分合計 

少数株主持分 2,201 － 1,293 3,495 (c) 非支配持分 

純資産合計 161,902 － △3,828 158,074   資本合計 

負債純資産合計 255,675 － 1,779 257,455   負債及び資本合計 
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[前連結会計年度末（2014年３月31日）] 

（単位：百万円） 

  

 

資産の部 日本基準 表示組替 
認識・測定 

の差異 
IFRS 注記 資産の部 

流動資産           流動資産 

現金及び預金 38,769 16,314 － 55,083   現金及び現金同等物 

受取手形及び売掛金 81,288 14,445 5,796 101,530 (a) 営業債権及びその他の債権 

リース投資資産 12,615 △12,615         

有価証券 15,998 △15,998         

商品 16,948 12,517 △5,892 23,573 (a) 棚卸資産 

仕掛品 6,712 △6,712         

保守用部材 5,804 △5,804         

    12 － 12   当期税金資産 

前払費用 27,758 △27,758         

繰延税金資産 8,284 △8,284         

その他 2,914 △2,914         

    663 25 689   その他の金融資産 

    27,840 △1,591 26,249 (a) その他の流動資産 

貸倒引当金 △9 9         

流動資産合計 217,085 △8,284 △1,662 207,139   流動資産合計 

固定資産           非流動資産 

有形固定資産（純額） 36,072 － △475 35,596 (b) 有形固定資産 

のれん 2,945 － 1,522 4,467 (c) のれん 

ソフトウェア 4,507 5,453 85 10,046   無形資産 

リース資産（無形固定資産） 2,007 △2,007         

その他（無形固定資産） 3,446 △3,446         

    1,489 － 1,489   
持分法で会計処理 

されている投資 

投資有価証券 4,984 6,069 － 11,054   その他の金融資産 

退職給付に係る資産 1,950 △1,950         

繰延税金資産 424 8,284 2,900 11,609 (e) 繰延税金資産 

その他（投資その他の資産） 8,832 △5,635 △1,950 1,246 (h) その他の非流動資産 

貸倒引当金 △26 26         

固定資産合計 65,144 8,284 2,082 75,511   非流動資産合計 

資産合計 282,229 － 420 282,650   資産合計 
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（単位：百万円） 

  

 

負債及び純資産の部 日本基準 表示組替 
認識・測定 

の差異 
IFRS 注記 負債及び資本の部 

流動負債           流動負債 

支払手形及び買掛金 35,494 7,784 1,212 44,491 (a) 営業債務及びその他の債務 

短期借入金 450 △450         

リース債務 4,901 △4,901         

    5,897 167 6,064   その他の金融負債 

未払法人税等 6,560 － － 6,560   未払法人所得税 

前受収益 22,736 △22,736         

賞与引当金 6,497 △6,497         

役員賞与引当金 127 △127         

    8,094 3,798 11,892 (f) 従業員給付 

受注損失引当金 765 △765         

アフターコスト引当金 459 △459         

    1,225 － 1,225   引当金 

その他 17,349 12,935 △4,474 25,811 (a)(g) その他の流動負債 

流動負債合計 95,342 △0 703 96,045   流動負債合計 

固定負債           非流動負債 

リース債務 12,571 △12,571         

    12,700 48 12,748   長期金融負債 

退職給付に係る負債 490 7 4,078 4,576 (h) 従業員給付 

資産除去債務 1,649 － － 1,649   引当金 

繰延税金負債 1,088 0 △200 887   繰延税金負債 

その他 178 △135 － 42   その他の非流動負債 

固定負債合計 15,978 0 3,926 19,904   非流動負債合計 

負債合計 111,320 － 4,629 115,949   負債合計 

純資産           資本 

資本金 21,763 － － 21,763   資本金 

資本剰余金 33,076 － － 33,076   資本剰余金 

自己株式 △4,223 － － △4,223   自己株式 

利益剰余金 117,408 － △6,275 111,132   利益剰余金 

その他の包括利益累計額 485 － 733 1,219 
(c) 

(d)(h)
その他の資本の構成要素 

        162,967   
親会社の所有者に帰属する 

持分合計 

少数株主持分 2,400 － 1,332 3,732 (c) 非支配持分 

純資産合計 170,909 － △4,209 166,700   資本合計 

負債純資産合計 282,229 － 420 282,650   負債及び資本合計 
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(ⅱ)包括利益に対する調整 

[前第１四半期連結累計期間（自 2013年４月１日 至2013年６月30日）] 

連結損益計算書項目 

（単位：百万円） 

  

 

  日本基準 表示組替 
認識・測定 

の差異 
IFRS 注記   

売上高 65,248 － 4,015 69,263 (a)(g) 売上収益 

売上原価 △49,587 － △3,948 △53,535 
(a) 

(b)(h)
売上原価 

売上総利益 15,661 － 67 15,728   売上総利益 

    その他の収益及び費用 

販売費及び一般管理費 △15,362 － 172 △15,190 
(b) 

(c)(h)
販売費及び一般管理費 

    69 － 69   その他の収益 

    △373 △7 △380 (b) その他の費用 

        △15,501   その他の収益及び費用合計 

営業利益 298 △303 232 226   営業利益 

営業外収益 136 △136         

営業外費用 △55 55         

特別損失 △364 364         

    50 30 80 (d)(h) 金融収益 

    △46 △5 △52 (d)(h) 金融費用 

    15 － 15   持分法による投資利益 

税金等調整前四半期純利益 14 － 256 271   税引前四半期利益 

法人税、住民税及び事業税 △213 △16 40 △189   法人税所得税 

法人税等調整額 △16 16         

少数株主損益調整前四半期純損失 △215 － 296 81   四半期利益 
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連結包括利益計算書項目 

（単位：百万円） 

  

 

  日本基準 表示組替 
認識・測定 

の差異 
IFRS 注記   

少数株主損益調整前四半期純損失 △215 － 296 81   四半期利益 

その他の包括利益           
その他の包括利益 

（税効果控除後） 

            
純損益に振り替えられることの 

ない項目 

その他有価証券評価差額金 275 － △12 262 (d) 
その他の包括利益を通じて測定す

る金融資産の公正価値の純変動 

退職給付に係る調整額 66 － △66 － (h) 確定給付制度の再測定額 

    0 － 0   
持分法適用会社に対する 

持分相当額 

            
純損益に振り替えられる可能性 

のある項目 

為替換算調整勘定 178 － 35 214   在外営業活動体の換算差額 

繰延ヘッジ損益 10 － － 10   キャッシュ・フロー・ヘッジ 

    21 － 21   
持分法適用会社に対する 

持分相当額 

持分法適用会社に対する持分 

相当額 
22 △22         

その他の包括利益合計 552 － △43 508   
その他の包括利益 

（税効果控除後）計 

四半期包括利益 337 － 252 590   四半期包括利益 
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[前連結会計年度（自 2013年４月１日 至 2014年３月31日）] 

連結損益計算書項目 

（単位：百万円） 

  

 

  日本基準 表示組替 
認識・測定 

の差異 
IFRS 注記   

売上高 349,454 － 1,113 350,567 (a)(g) 売上収益 

売上原価 △265,934 － △923 △266,857 
(a)(b)

(f)(h)
売上原価 

売上総利益 83,519 － 190 83,710   売上総利益 

    その他の収益及び費用 

販売費及び一般管理費 △60,038 － 650 △59,387 
(b)(c)

(f)(h)
販売費及び一般管理費 

    331 0 331   その他の収益 

    △687 △152 △840 (b) その他の費用 

        △59,896   その他の収益及び費用合計 

営業利益 23,481 △356 689 23,814   営業利益 

営業外収益 708 △708         

営業外費用 △192 192         

特別利益 338 △338         

特別損失 △654 654         

    537 △300 237 (d)(h) 金融収益 

    △158 △45 △203 (d)(h) 金融費用 

    177 － 177   持分法による投資利益 

税金等調整前当期純利益 23,681 － 343 24,025   税引前利益 

法人税、住民税及び事業税 △8,519 △848 △216 △9,584   法人税所得税 

法人税等調整額 △848 848         

少数株主損益調整前当期純利益 14,313 － 126 14,440   当期利益 
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連結包括利益計算書項目 

（単位：百万円） 

  

 

  日本基準 表示組替 
認識・測定 

の差異 
IFRS 注記   

少数株主損益調整前当期純利益 14,313 － 126 14,440   当期利益 

その他の包括利益           
その他の包括利益 

（税効果控除後） 

            
純損益に振り替えられる 

ことのない項目 

その他有価証券評価差額金 △515 － 92 △422 (d) 
その他の包括利益を通じて測定す

る金融資産の公正価値の純変動 

退職給付に係る調整額 796 － △427 369 (h) 確定給付制度の再測定額 

    0 － 0   
持分法適用会社に対する 

持分相当額 

            
純損益に振り替えられる 

可能性のある項目 

為替換算調整勘定 510 － 21 532   在外営業活動体の換算差額 

繰延ヘッジ損益 7 － － 7   キャッシュ・フロー・ヘッジ 

    25 － 25   
持分法適用会社に対する 

持分相当額 

持分法適用会社に対する持分 

相当額 
25 △25         

その他の包括利益合計 824 － △312 512   
その他の包括利益 

（税効果控除後）計 

包括利益 15,138 － △185 14,952   当期包括利益 
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③ 調整に関する注記 

(ⅰ)表示組替 

表示組替の主な内容は次のとおりです。 

・繰延税金資産及び繰延税金負債については、流動部分をすべて非流動に組み替えております。 

・その他IFRS科目に合わせて集約・別掲の表記をしております。 

  
(ⅱ)IFRSへの移行の影響 

(a) 収益認識及び工事契約 

一部のサービス収入について、日本基準では契約期間にわたって収益認識しておりましたが、IFRSでは顧客

が利用できる状態になった時点において一括で収益認識しております。 

また、サービスの提供に関する取引について、日本基準では成果の確実性が認められる場合に工事進行基準

を適用し、成果の確実性が認められない場合には工事完成基準を適用しておりました。一方、IFRSでは取引の

成果を信頼性をもって見積ることができる場合には収益を期末日の進捗度に応じて認識し、そうでない場合に

は収益を費用が回収可能と認められる部分についてのみ認識しております。これらの変更から生じる主な影響

は次のとおりです。 
  

（単位：百万円）

  
（単位：百万円）

  
(b) 有形固定資産 

IFRSでは、一部の有形固定資産について、親会社のIFRS移行日現在の公正価値を当該日現在のみなし原価と

して使用することを選択しております。親会社のIFRS移行日において、みなし原価を使用した有形固定資産の

従前の帳簿価額は4,999百万円、公正価値は3,608百万円であります。 

また、IFRS適用にあたり、有形固定資産の残存価額及び減価償却方法に係る見積りを見直しており、利益剰

余金に調整が反映されております。これらの変更から生じる主な影響は次のとおりです。 
  

（単位：百万円）

  

 

連結財政状態計算書 
移行日 

(2013年４月１日) 

前第１四半期 
連結会計期間末 
(2013年６月30日) 

前連結会計年度末 
(2014年３月31日) 

営業債権及びその他の債権 6,038 8,461 5,793 

棚卸資産 △5,317 △9,178 △5,847 

その他の流動資産 △1,319 △1,750 △1,945 

営業債務及びその他の債務 △819 △516 △607 

その他の流動負債 1,902 3,460 3,083 

関連する税効果 △188 △185 △175 

利益剰余金調整額 297 292 300 
 

連結損益計算書 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2013年４月１日 
至 2013年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 2013年４月１日 
至 2014年３月31日） 

売上収益 3,980 935 

売上原価 △3,988 △944 

税引前利益調整額 △8 △9 
 

連結財政状態計算書 
移行日 

(2013年４月１日) 

前第１四半期 
連結会計期間末 
(2013年６月30日) 

前連結会計年度末 
(2014年３月31日) 

有形固定資産 △304 △390 △604 

関連する税効果 109 140 217 

利益剰余金調整額 △194 △250 △386 
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（単位：百万円）

  
(c) 企業結合 

当社グループは、親会社のIFRS移行日（2012年４月１日）以降に発生したすべての企業結合に関して、遡及

的にIFRSを適用することを選択しております。そのため、これらの企業結合において発生した取得関連費用の

費用化及び非支配持分に帰属する部分も含めたのれんの認識をしております。なお、取得原価の配分における

暫定的な会計処理の確定が移行日（2013年４月１日）の属する年度に行われた企業結合に関して、IFRSでは企

業結合年度に当該確定が行われたように会計処理を行っておりますが、日本基準では、企業結合年度の翌年度

である移行日の属する年度に当該修正が行われたものとして会計処理を行っております。 

また、日本基準では、のれんは投資効果が発現すると合理的に見積られる期間にわたって規則的に償却をし

ておりましたが、IFRSでは償却を行っておりません。これらの変更から生じる主な影響は次のとおりです。 
  

（単位：百万円）

  
（単位：百万円）

  
(d) 金融商品 

日本基準では市場性のある有価証券は公正価値により測定し、市場性のない有価証券は原則として取得原価

により測定しております。また、有価証券に係る売却損益は市場性の有無にかかわらず純損益としておりま

す。一方、IFRSではすべての資本性金融商品を公正価値により測定しております。 

また、IFRSでは資本性金融商品の公正価値の変動をその他の包括利益において認識することが認められてお

り、公正価値の変動をその他の包括利益において認識する場合は、当該資本性金融商品に係る売却損益及び評

価損益について純損益に振り替えられることはありません。これらの変更から生じる主な影響は次のとおりで

す。 
  

（単位：百万円）

  

 

連結損益計算書 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2013年４月１日 
至 2013年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 2013年４月１日 
至 2014年３月31日） 

売上原価 △12 △49 

販売費及び一般管理費 △73 △250 

その他の費用 △0 △0 

税引前利益調整額 △86 △299 
 

連結財政状態計算書 
移行日 

(2013年４月１日) 

前第１四半期 
連結会計期間末 
(2013年６月30日) 

前連結会計年度末 
(2014年３月31日) 

のれん 1,135 1,241 1,522 

その他の資本の構成要素 － 5 2 

非支配持分 △1,282 △1,312 △1,352 

利益剰余金調整額 △147 △65 172 
 

連結損益計算書 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2013年４月１日 
至 2013年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 2013年４月１日 
至 2014年３月31日） 

販売費及び一般管理費 81 319 

税引前利益調整額 81 319 
 

連結財政状態計算書 
移行日 

(2013年４月１日) 

前第１四半期 
連結会計期間末 
(2013年６月30日) 

前連結会計年度末 
(2014年３月31日) 

その他の金融資産（非流動資産） 130 145 － 

その他の資本の構成要素 208 221 323 

関連する税効果 △97 △101 △52 

利益剰余金調整額 242 266 270 
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（単位：百万円）

  
（単位：百万円）

  
(e) 繰延税金資産 

繰延税金資産の回収可能性判断の取扱いについて、日本基準では日本公認会計士協会監査委員会報告第66号

「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」に規定される会社分類に基づき繰延税金資産を

認識しております。IFRSでは、未使用の税務上の欠損金及び将来減算一時差異のうち、将来課税所得に対して

利用できる可能性が高いと判断した税務便益につき繰延税金資産を認識しております。この変更から生じる主

な影響は次のとおりです。 
  

（単位：百万円）

  
(f) 未消化の有給休暇 

未消化の有給休暇について、日本基準では会計処理が求められておりませんでしたが、IFRSでは負債計上を

行っており、利益剰余金に調整が反映されております。この変更から生じる主な影響は次のとおりです。 
  

（単位：百万円）

  
（単位：百万円）

  

 

連結損益計算書 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2013年４月１日 
至 2013年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 2013年４月１日 
至 2014年３月31日） 

金融収益 29 △301 

金融費用 7 11 

税引前利益調整額 37 △290 
 

連結包括利益計算書 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2013年４月１日 
至 2013年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 2013年４月１日 
至 2014年３月31日） 

その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公
正価値の純変動 

△12 92 

その他の包括利益調整額 △12 92 
 

連結財政状態計算書 
移行日 

(2013年４月１日) 

前第１四半期 
連結会計期間末 
(2013年６月30日) 

前連結会計年度末 
(2014年３月31日) 

繰延税金資産 509 614 352 

利益剰余金調整額 509 614 352 
 

連結財政状態計算書 
移行日 

(2013年４月１日) 

前第１四半期 
連結会計期間末 
(2013年６月30日) 

前連結会計年度末 
(2014年３月31日) 

従業員給付（流動負債） △3,654 △3,654 △3,798 

関連する税効果 1,352 1,352 1,338 

利益剰余金調整額 △2,301 △2,301 △2,460 
 

連結損益計算書 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2013年４月１日 
至 2013年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 2013年４月１日 
至 2014年３月31日） 

売上原価 － △96 

販売費及び一般管理費 － △47 

税引前利益調整額 － △144 
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(g) リース 

貸手のリースについて、日本基準ではリース取引開始時に売上と売上原価を計上し、その差額を売上損益

（販売利益）と金融収益（受取利息）とに分け、それぞれリース期間にわたって繰延べる方法を採用しており

ますが、IFRSでは売上損益を通常の売買取引に関する会計処理に従って計上し、金融収益のみリース期間にわ

たって繰延べる方法を採用しているため、利益剰余金に調整が反映されております。この変更から生じる主な

影響は次のとおりです。 
  

（単位：百万円）

  
（単位：百万円）

  
(h) 従業員退職給付 

日本基準では、数理計算上の差異及び過去勤務費用は、その他の包括利益累計額にて認識し、その後、将来

の一定期間にわたり費用処理することとしております。 

なお、移行日より退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法を

採用し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上しております。 

一方、IFRSでは、数理計算上の差異は発生時に、その他の包括利益（「確定給付制度の再測定額」）として

認識し、ただちに利益剰余金に振り替えております。過去勤務費用については、発生時に純損益として認識し

ております。 

また、複数事業主制度に関して加入者との間に、制度の積立超過又は基金の積立不足を加入者にどのように

配分すべきかを定めた契約上の合意が存在するため、契約上の合意により生じる負債を認識し、その結果生じ

た費用を純損益に計上しております。これらの変更から生じる主な影響は次のとおりです。 
  

（単位：百万円）

  
（単位：百万円）

  

 

連結財政状態計算書 
移行日 

(2013年４月１日) 

前第１四半期 
連結会計期間末 
(2013年６月30日) 

前連結会計年度末 
(2014年３月31日) 

その他の流動負債 1,365 1,393 1,391 

関連する税効果 △519 △529 △500 

利益剰余金調整額 846 863 890 
 

連結損益計算書 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2013年４月１日 
至 2013年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 2013年４月１日 
至 2014年３月31日） 

売上収益 27 25 

税引前利益調整額 27 25 
 

連結財政状態計算書 
移行日 

(2013年４月１日) 

前第１四半期 
連結会計期間末 
(2013年６月30日) 

前連結会計年度末 
(2014年３月31日) 

その他の非流動資産 △110 △386 △1,950 

従業員給付（非流動負債） △6,006 △5,642 △4,078 

その他の資本の構成要素 △1,915 △1,848 △1,118 

関連する税効果 2,149 2,120 2,132 

利益剰余金調整額 △5,882 △5,757 △5,015 
 

連結損益計算書 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2013年４月１日 
至 2013年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 2013年４月１日 
至 2014年３月31日） 

売上原価 20 84 

販売費及び一般管理費 180 714 

金融収益 0 0 

金融費用 △6 △24 

税引前利益調整額 195 775 
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（単位：百万円）

  
(i) 利益剰余金 

上記の調整等による利益剰余金の影響は次のとおりです。 
  

（単位：百万円）

  

４．補足情報 

報告セグメントの区分変更 

当第１四半期連結会計期間より、従来（日本基準）「クラウドプラットフォーム事業」及び「保守・運用サービ

ス事業」としていた２セグメントを統合し、「ITサービス事業」に変更しております。 

なお、報告セグメントごとの業績概要につきましては、本日当社ホームページに掲載する予定の「2015年３月期 

第１四半期連結決算補足資料」をご参照ください。 

  

 

連結包括利益計算書 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2013年４月１日 
至 2013年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 2013年４月１日 
至 2014年３月31日） 

確定給付制度の再測定額 △66 △427 

その他の包括利益調整額 △66 △427 
 

調整項目 
移行日 

(2013年４月１日) 

前第１四半期 
連結会計期間末 
(2013年６月30日) 

前連結会計年度末 
(2014年３月31日) 

収益認識及び工事契約（注記(a)参照） 297 292 300 

有形固定資産（注記(b)参照） △194 △250 △386 

企業結合（注記(c)参照） △147 △65 172 

金融商品（注記(d)参照） 242 266 270 

繰延税金資産（注記(e)参照） 509 614 352 

未消化の有給休暇（注記(f)参照） △2,301 △2,301 △2,460 

リース（注記(g)参照） 846 863 890 

従業員退職給付（注記(h)参照） △5,882 △5,757 △5,015 

その他 △350 △346 △400 

利益剰余金調整額 △6,981 △6,684 △6,275 
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